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はじめに

グローバル経済危機下で、若年層の失業率が高いのは、韓国だけの現象ではなく、日本やアメリ

カ、フランス、イギリス、イタリア、カナダなどの欧米でも見られ、若年雇用は先進各国の重要な

テーマになっている。韓国経済も悪化する状況で、韓国銀行「国民所得」によれば、韓国の実質 GDP

成長率は２００７年５．１％、２００８年２．２％と低下した。特に２００８年に入ってから対内外経済悪化とともに、

失業率は２００８年３．２％から２００９年３．８へと、また若年失業率は７．２％から７．６％へと上昇した。景気悪

化と共に企業の新規採用が減少する一方、求職をあきらめて休学して就職準備をする若年層が増加

し、失業者でもなく就業者でもない非経済活動人口が増えているので、実際の失業率より若年雇用

状況はもっと悪化していると考えられる。

本稿ではグローバル経済危機下での２００９年の韓国の若年雇用動向を分析し、政府の若年雇用政策

の特徴と問題を把握するのが目的である。資料としては、主に統計庁が２００９年５月実施した「青年

層付加調査結果」を用いる。付加調査は、若年層の就業実態をより深層的に把握し、効果的な雇用

政策樹立のための資料を提供することが調査目的で、２００２年始まり、２００９年５月に第８次調査結果

を公表した。調査対象は、経済活動人口調査対象の中、１５～２９歳年齢層であり、調査実施時期は２００９

年５月１７日～５月２３日までで、１９の調査項目がある。

本稿では、若年層を１５～２９歳とし、グローバル経済危機下での韓国若年の雇用動向を三つの観点

からまとめる。第一に、経済危機下での若年の経済活動状態を失業率や雇用率の変化で確認する。

第二に、不況下での若年の就職準備実態を職場体験、職業訓練、就職試験準備等を通して把握する。

第三に、若年労働者の初めての職場での雇用実態を、産業別・職業別・従業上の地位別の雇用デー

タ、また、勤続期間や離職理由などで確認する。最後に韓国政府の若年雇用政策の特徴及び問題や

課題などを結論部分で触れる。

１．経済活動状態

若年労働市場の動向を国際比較する際、失業率を用いて説明する傾向が多いが、徴兵制度のよう

グローバル経済危機下での韓国の若年雇用動向
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な若年をめぐる韓国特有の社会現象もあるので、韓国若年の経済活動状態を失業率、雇用率、休学

動向などで確認する。

表１は、若年人口分布と経済活動状態を示したものである。２００９年５月若年人口は９，７８９千人で

あるが、これは１５歳以上人口４０，０２７千人の２４．５％に当たる。この中、卒業者および中途退学者は４，８１９

千人（４９．２％）、学業を終わっていない在学生及び休学生は４，９６３千人（５０．７％）である。休学生の

中でも２０～２４歳の休学生が１５．２％と最も多いが、これは韓国の兵役制度とも関連がある。

若年人口９，７８９千人の中、経済活動人口は４，３７６人、非経済活動人口は５，４１３千人で、経済活動人

口を若年人口で割った経済活動人口比率は４４．０８％である。各年齢の就業者を各年齢の人口で割っ

た比率である雇用率は４１．３％である。各年齢失業者を経済活動人口で割った比率である若年失業率

〈表１〉若年人口分布と経済活動状態

若年人口
修学状態（千人、％） 経済活動状態（千人、％）

卒業／
中退

在学 休学 その他
経済活動
人口

就業者 失業者
雇用率
（％）

失業率
（％）

２００９年
５月

９，７８９
（１００．０）

４，８１９
（４９．２）

４，３８１
（４４．８）

５８２
（５．９）

７
（０．１）

２００９年
５月

４，３７６ ４，０４２ ３３３ ４１．３ ７．６

１５－１９
歳

３，２７６
（１００．０）

２００
（６．１）

３，０２５
（９２．３）

５０
（１．５）

２
（０．１）

１５－１９
歳

１８４ １７０ １４ ５．２ ７．７

２０－２４
歳

２，６５４
（１００．０）

１，２２３
（４６．１）

１，０２６
（３８．７）

４０２
（１５．２）

３
（０．１）

２０－２４
歳

１，３３４ １，２１１ １２３ ４５．６ ９．２

２５－２９
歳

３，８５９
（１００．０）

３，３９７
（８８．０）

３３０
（８．５）

１３０
（３．４）

２
（０．０）

２５－２９
歳

２，８５８ ２，６６２ １９６ ６９．０ ６．９

卒業／
中退

３，６３４ ３，３４９ ２８５ ６９．５ ７．８

資料：統計庁「青年層付加調査結果」２００９年５月。
注：若年失業率＝（１５～２９歳失業者／１５～２９歳経済活動人口）×１００
若年雇用率＝（１５～２９歳就業者／１５～２９歳人口）×１００

〈図１〉経済成長率と失業率

資料：統計庁「経済活動人口調査」、韓国銀行「国民所得」
注：若年失業率＝（１５～２９歳失業者／１５～２９歳経済活動人口）×１００
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は７．６％である。全体平均３．８％と比較すると若年失業率は二倍高い。一方、卒業者及び中退者の雇

用率は６９．５％、失業率は７．８％である。

景気悪化と共に、若年失業率は増加し、若年雇用率は低下する傾向があり、また雇用者の中でも

非正規職の比率が増えている。ます１５～２９歳の若年雇用の全体的な動向を示す指標として失業率を

用いて説明する〈図１〉。若年失業は景気変動に比較的敏感で、１９９７年～９８年の景気後退期には急

上昇し、景気回復期には低下している。全体的に若年失業率は全体失業率に比べて高く、若年失業

率は全体失業率の２倍に至る。１９９８年の経済危機の時を除けば、若年失業率は９１年５．４％、２００１年

７．９％、２００９年７．６％と、緩やかに増加する傾向である。しかし、１９９８年の経済危機下での若年失業

率１２．２％と比べると、今度のグローバル経済危機下での若年失業率は低いほうである。

一方、若年雇用率は２００２年４５．１％、２００８年４２．３％であったが、２００９年６月には４１．３％と急激に低

下している。OECDの３０カ国の中で、韓国の若年（１５～２４歳）雇用率は２９位である１。このように

雇用率が低いのは、景気悪化で、休学生や就業準備のために休学する若年が増えながら、就業者に

も失業者にもならない非経済活動人口が増えているからである。

不況の中で企業の正規職採用を縮小する雇用慣行が広がり、大卒者の正規職率は低下している。

教育科学技術部と韓国教育開発院が２００９年２月大学（短期大学・大学院含む）の卒業生の就業率を

調査した結果によると２、５４万７，４１６人の卒業生の中、就業者は３７万９，５２４人で、７６．４％の就業率を

見せている。この中、正規職就業率は２００５年５６．７％、２００８年５６．１％、２００９年４８．３％で、毎年低下し

ている。一方、非正規職就業率は２００５年１５．７％、２００８年１８．８％、２００９年２６．３で、毎年増加している。

１ 「朝鮮日報」２００９年１０月９日。
２ 「朝鮮日報」２００９年９月２１日。

〈表２〉４年制大学卒業所要時間・大卒者（３年制大学含む）の休学経験
（単位：千人、％）

４年制
大学卒業
所要年数

大卒者（３年制大学含む）の休学経験

若年
大卒者

休学経験
ある

休学理由

平均
休学期間兵役義務

履行

就業及び
資格試験
準備

語学研修
及びイン
ターン等
経験

学費・生
活費調達

その他

４年平均
５年３ヶ月

男子
６年５ヶ月

女子
４年４ヶ月

２００９年５月
２，９３２

（１００．０）
３９．３

（１００．０）
７０．４ １７．２ １３．１ １２．６ ８．３ ２年５ヶ月

男子
１，１７１

（１００．０）
７３．１

（１００．０）
９５．０ １０．５ ７．５ ７．３ ４．８ ２年１０ヶ月

女子
１，７６１

（１００．０）
１６．９

（１００．０）
０．０ ３６．５ ２９．２ ２７．９ １８．３ １年３ヶ月

３年生以下
１，５１８

（１００．０）
２８．２

（１００．０）
８１．６ ９．４ ２．８ １３．６ ９．５ ２年６ヶ月

４年生
１，４１４

（１００．０）
５１．３

（１００．０）
６３．８ ２１．８ １９．２ １２．１ ７．６ ２年５ヶ月

資料：統計庁「青年層付加調査結果」２００９年５月。
注：休学理由は、複数応答で構成比合計が１００を超えている。
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景気悪化と共に、若年失業率は上昇し、若年非正規職率が高まる中、若年ニートも増えている。

ニート（NEET）は、Not currently engaged in Employment, Education or Trainingの略語で、学校に通っ

ておらず、働いておらず、職業訓練も行っていないいわゆる若年無業者である。就業・人事ポータ

ルサイトであるインクルトが全国２０代１，３２８人を対象に行った調査によると３、全体応答者の２９．３％

がニートに該当する。つまり、２０代の１０人の中で３人はニートであるとの調査結果である。ニート

の構成比を見ると、就業準備者９．０％、失業者６．７％、休んでいるが将来就業意思がある者５．０％、

無給家族従事者１．２％順である。ニートが仕事していない理由としては、就業準備中（４４．６％）、賃

金・労働条件に合う仕事が見つからなくて（２６．５％）、肉体的・精神的疲労のため（３．９％）、育児・

家事（２．３％）、仕事したくなくて（１．８％）の順である。

上記で確認したように、韓国の若年雇用率が OECD国の中で非常に低いにも関わらず、若年失

業率は OECD国の中でもそれほど高くないのは、景気が悪くなると休学し、非経済活動人口にな

る人が多いためであると考えられる。それを確かめるため、若年層の休学経験や休学理由などをま

とめた〈表２〉。

若年層の最終学校の卒業までかかった期間は、４年制大学卒業生の場合、平均５年３カ月である。

性別には、男子は６年５ヶ月、女子は４年４ヶ月で、男性が女性より２年１カ月長いが、これは韓

国の兵役制度とかかわりがある。一方、大学在学中の（３年制大学含む）休学経験者の平均休学期

間は２年５カ月であり、男子は２年１０カ月、女子は１年３カ月である。

３年制大学卒も含めて大卒者の休学経験をみると、若年大卒者の３９．３％が大学在学中休学をした

経験がある。性別には男性の７３．１％、女性の１６．９％が休学経験がある。休学理由としては、「兵役

義務履行」７０．４％、「就業及び資格試験準備」１７．２％、「語学研修及びインターン等経験現場経験」

１３．１％順である。特に男性の休学理由は、「兵役義務履行」が９５．０％と高く、女性は、「就業及び資

格試験準備」が３６．５％と高い。「兵役義務履行」を除いた場合、４年制大卒者は「就業及び資格試

験準備」が２１．８％と高く、３年制以下の大卒者は「学費・生活費調達」が１３．６％と高い。

特に男性の軍入隊は景気が悪いほど高まる傾向があって、教育科学技術部国政監査資料による

と４、２００８年の４年制男子大卒者の中、３．７％に当たる５，４６１人が軍に入隊した。これは１００人の中、

約４人である。IMF経済危機であった１９９７年の３．３８％より高く、２００７年の１．０７％に比べるとほぼ３

倍以上増えた比率である。

２．職場体験と就職準備実態

若年層の就職準備実態を職場体験、職業訓練、就職試験準備などを通して確認する。まず、在学

中の職場体験有無及び職場体験形態をみると〈表３〉、若年層人口の３，７８７千人（３８．７％）が最終学

校在学又は休学中に職場体験をしたことがある。性別には男性の３６．０％、女性の４１．２％が職場体験

３ 「韓国経済新聞」２００９年９月１７日。
４ 「朝鮮日報」２００９年９月２１日。
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をしており、女性が男性より高い。期間別には、６か月以上が男女共に一番多く、次に、１～３カ

月未満の順である。在学又は休学期間中に職場体験をした若年層の主な職場体験形態としては、「時

間制」が５９．３％（２，２４５千人）で最も多く、「全日制」が２０．７％（７８４千人）、「学校現場実習」が１４．８％

（５６２千人）である。

次に、職業教育経験有無及び職業教育（訓練）機関の形態を見ると〈表４〉、まず若年人口の中、

職業教育（訓練）経験がある人は、１５．８％（１，５４３千人）である。性別には女子が１８．２％、男子が

１３．３％で、女子のほうが男子より職業教育訓練を経験した比率が高い。職業教育経験時期としては、

教育訓練経験者の４８．６％（７５０千人）は「在学又は休学中」で教育を受けており、卒業・中退以後

が３９．９％である。また、職業教育訓練を受けた機関としては、「私設学院」６５．６％、「職業能力開発

〈表４〉職業教育経験有無及び職業教育（訓練）機関 （単位：千人、％）

若年人口
教育訓練
経験なし

教育訓練
経験あり

職業教育訓練経験あり１，５４３千人（１００％）の中

職業教育経験時期 職業教育訓練機関

在学・
休学中

卒業・
中退
以降

在学／
休学及
び卒業
／中退
以降１）

公共
団体
運営
訓練
機関

職業
能力
開発
訓練
法人

非営利
法人２）

大学等

私設
学院

その他
３）

２００９．５
９，７８９

（１００．０）
８，２３９
（８４．２）

１，５４３
（１００．０）
（１５．８）

７５０
（４８．６）

６１６
（３９．９）

１７７
（１１．５）

１３２
（８．５）

１８０
（１１．６）

１３２
（８．６）

１，０１３
（６５．６）

８７
（５．７）

男子
４，８０１

（１００．０）
４，１６１
（８６．７）

６３７
（１００．０）
（１３．３）

２９３
（４６．０）

２７２
（４２．７）

７２
（１１．３）

８３
（１３．０）

９０
（１４．２）

４０
（６．２）

３７８
（５９．３）

４６
（７．３）

女子
４，９８８

（１００．０）
４，０７８
（８１．８）

９０６
（１００．０）
（１８．２）

４５８
（５０．５）

３４４
（３７．９）

１０５
（１１．６）

４９
（５．４）

８９
（９．８）

９３
（１０．２）

６３５
（７０．１）

４１
（４．５）

資料：統計庁「青年層付加調査結果」２００９年５月。
注：１）在学／休学中、卒業／中退以降、全ての職業教育（訓練）経験がある場合を意味する。
２）非営利法人及び団体、大学及び大学院、生涯教育施設。
３）事業主又は事業主団体、その他。

〈表３〉在学中の職場体験有無と職場体験形態 （単位：千人、％）

若年人口

職場
体験
経験
なし

職場
体験
経験
あり
１）

職場経験あり３，６３５千人（１００％）の中

職場体験期間 職場体験形態

１ヶ月
未満

１～３
ヶ月
未満

３～６
ヶ月
未満

６ヶ月
以上

その他 全日制 時間制
学校現
場実習

企業イ
ンター
ン

政府支
援プロ
グラム

２００９．５
９，７８９

（１００．０）
５，９９５
（６１．２）

３，７８７
（３８．７）

４６８
（１２．４）

１，００８
（２６．６）

８６８
（２２．９）

１，４４３
（３８．１）

７
（０．１）

７８４
（２０．７）

２，２４５
（５９．３）

５６２
（１４．８）

１３４
（３．５）

６３
（１．７）

男子
４，８０１

（１００．０）
３，０６８
（６３．９）

１，７３０
（３６．０）

１８９
（１０．９）

４６７
（２７．０）

４３０
（２４．９）

６４４
（３７．２）

３
（０．１）

４０８
（２３．６）

１，０４８
（６０．６）

１８３
（１０．６）

７０
（４．０）

２１
（１．２）

女子
４，９８８

（１００．０）
２，９２８
（５８．７）

２，０５７
（４１．２）

２７９
（１３．６）

５４１
（２６．３）

４３８
（２１．３）

８００
（３８．９）

４
（０．１）

３７６
（１８．３）

１，１９７
（５８．２）

３７８
（１８．４）

６４
（３．１）

４２
（２．０）

資料：統計庁「青年層付加調査結果」２００９年５月。
注：１）在学／休学中、卒業／中退以後すべての職業教育（訓練）経験がある場合を意味する。
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〈表５〉就職試験準備と就業経路 （単位：千人、％）

就職試験準備（非経済活動人口の中）

若年非
経済活動
人口

就業試験
準備した

一般
企業体

言論社／
公営
企業体

教員任用
一般職
公務員

考試／
専門職

技能分野
就職試験
準備して
いない

その他

２００９．５
５，４１３

（１００．０）
５３９（１０．０）
（１００．０）

１０２
（１８．９）

３８
（７．１）

５１
（９．４）

１７４
（３２．２）

７５
（１３．９）

９９
（１８．４）

４，８６８
（８９．９）

７
（０．１）

男子
２，６７４

（１００．０）
２７７（１０．３）
（１００．０）

６３
（２２．９）

２３
（８．２）

８
（２．９）

１０５
（３７．８）

３８
（１３．６）

４０
（１４．６）

２，３９５
（８９．５）

３
（０．１）

女子
２，７３９

（１００．０）
２６３（９．６）
（１００．０）

３９
（１４．７）

１６
（６．０）

４３
（１６．３）

６９
（２６．４）

３７
（１４．２）

５９
（２２．４）

２，４７３
（９０．３）

４
（０．１）

卒業／中退若年就業者の主な就職経路

卒業／中退
就業者

家族、知人
の紹介・
推薦

その職場の
勤務者の
紹介

学校／学院
先生の紹介

新聞、雑誌、
インター
ネット応募

公開試験 特別採用 その他１）

２００９年５月
３，３４９

（１００．０）
６９５

（２０．７）
４１０

（１２．３）
２７０

（８．１）
９３１

（２７．８）
７０２

（２１．０）
１２１

（３．６）
２２０

（６．６）

高卒以下
１，１０７

（１００．０）
３４２

（３０．８）
１７３

（１５．６）
６７

（６．１）
３３８

（３０．５）
６５

（５．９）
３４

（３．０）
８９

（８．０）

大卒以上
２，２４２

（１００．０）
３５３

（１５．８）
２３７

（１０．６）
２０３

（９．０）
５９３

（２６．５）
６３７

（２８．４）
８８

（３．９）
１３１

（５．８）

資料：統計庁「青年層付加調査結果」２００９年５月。
注；公共／民間職業斡旋機関、学校内就業紹介機関、職業（就業）博覧会等。

訓練法人」が１１．６％順である。

就職試験準備と就業経路を見ると〈表５〉、若年層非経済活動人口の中、就職関連試験準備者は

１０．０％（５３９千人）でおり、試験準備分野別には、最も高い割合を示す分野が「一般職公務員」３２．２％

であり、次に「一般企業」（１８．９％）である。

一方、卒業又は中退した若年就業者の主な就業経路としては、「新聞、雑誌、インターネット応

募」２７．８％がもっとも多く、「公開試験」２１．０％の順である。教育程度別には、高卒以下は、「家族、

知人の紹介・推薦」（３０．８％）による就業が多く、大卒以上は「公開試験」（２８．４％）による就業が

多い。

３．初職の雇用形態

若年労働者の初めての職場（以下、初職）での雇用実態を産業別・職業別・従業上の地位別雇用

形態、また、勤続期間や離職理由などで確認した。

表６は若年の初職の産業別・職業別・従業上の地位別雇用形態を示したものである。ここでの産

業・職業別就業者分類は、２００７年度改編した産業（９次）、職業（６次）分類基準によるものであ

る。卒業や中退後、就業有経験者の初めてついた仕事を産業別にみると、「事業・個人・公共サー

ビス業」（３６．９％）、「卸・小売・飲食宿泊業」（２４．２％）、「鉱業・製造業」（１９．３％）順である。
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また卒業や中退後、就業有経験者の初めてついた仕事を職種別にみると、「サービス・販売従事

者」（２９．５％）、「事務従事者」（２５．８％）、「専門・技術・行政管理者」（２３．７％）順である。性別に

は、男子は、「技能・機械操作・単純労務従事者」（３７．１％）、「サービス・販売従事者」（２７．０％）

の方が多く、女性は「事務従事者」（３３．２％）、「サービス・販売従事者」（３１．４％）の順である。

卒業や中退後の就業有経験者を従業上の地位別にみると、賃金労働者が９７．１％、自営業者１．９％、

無給家族従事者が１．０％である。また賃金労働者を契約可否別にみると、「契約期間を定めていない

が継続勤務可能な仕事」が６０．７％である。勤労形態別には「全日制」が８４．５％で「時間制」は１２．６％

である。

表７では、初職の勤続期間や離職事由などを示している。賃金労働者としての就業経験者の中で、

初めての職場での勤続期間をみると、平均勤続期間は２０カ月であり、勤続期間別には１～２年未満

が２４．４％と最も高く、次に６カ月～１年未満の順である。

卒業又は中退後初めて就いた職を離職した経験者の離職理由をみると、報酬や労働時間等の「労

〈表６〉初職の産業別・職業別・従業上の地位 （単位：千人、％）

産 業 別

卒業／中退
就業有経験者

農林漁業
鉱業・
製造業

社会間接資本
及びサービス業

建設業
卸・小売・
飲食宿泊業

事業・個人・公
共サービス業

電気・運輸・
通信・金融

２００９．５
４，３２２

（１００．０）
２３

（０．５）
８３３

（１９．３）
３，４６６
（８０．２）

２２３
（５．２）

１，０４５
（２４．２）

１，５９５
（３６．９）

６０３
（１３．９）

男子
１，８５６

（１００．０）
１８

（１．０）
５１０

（２７．５）
１，３２７
（７１．５）

１４９
（８．０）

４６０
（２４．８）

４２９
（２３．１）

２９０
（１５．６）

女子
２，４６６

（１００．０）
４

（０．２）
３２３

（１３．１）
２，１３８
（８６．７）

７４
（３．０）

５８６
（２３．８）

１，１６６
（４７．３）

３１３
（１２．７）

職 業 別

卒業／中退
就業有経験者

専門・技術・
行政管理者

事務従事者
サービス・
販売従事者

農林・
漁業熟練従事者

技能・
機械操作・
単純労務従事者

２００９．５ ４，３２２（１００．０） １，０２３（２３．７） １，１１７（２５．８） １，２７６（２９．５） １７（０．４） ８８８（２０．５）

男子 １，８５６（１００．０） ３５５（１９．２） ２９８（１６．１） ５０１（２７．０） １２（０．７） ６８９（３７．１）

女子 ２，４６６（１００．０） ６６８（２７．１） ８１８（３３．２） ７７６（３１．４） ５（０．２） １９９(８．１）

従業上の地位別

卒業／
中退
就業有
経験者

賃金労働者

自営業者
無給家族
従事者

契約可否 勤労形態

契約期間定める 契約期間定めない
全日制 時間制

１年以下 １年超過
継続勤務
可能

臨時的
仕事

２００９．５
４，３２２

（１００．０）
５３６

（１２．４）
３３４

（７．７）
２，６２４
（６０．７）

７０１
（１６．２）

３，６５１
（８４．５）

５４３
（１２．６）

８４
（１．９）

４３
（１．０）

男子
１，８５６

（１００．０）
２３０

（１２．４）
１３４

（７．２）
１，０５１
（５６．６）

３３７
（２０．３）

１，５４５
（８３．２）

２４７
（１３．３）

４０
（２．１）

２５
（１．３）

女子
２，４６６

（１００．０）
３０６

（１２．４）
２００

（８．１）
１，５７３
（６３．８）

３２４
（１３．１）

２，１０７
（８５．４）

２９７
（１２．０）

４５
（１．８）

資料：統計庁「青年層付加調査結果」２００９年５月。
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〈表７〉初職の勤続期間・離職事由 （単位：千人、％）

初職の勤続期間

卒業／
中退
就職有
経験者

賃金
労働者

初職の勤続期間別
平均勤続
期間３ヶ月

未満
３～６
ヶ月未満

６ヶ月～
１年未満

１～２年
未満

２～３年
未満

３年以上

２００９年５月 ４，３２２
４，１９４

（１００．０）
５１２

（１２．２）
５８６

（１４．０）
８４９

（２０．２）
１，０２３
（２４．４）

５０８
（１２．１）

７１６
（１７．１）

２０ヶ月

前職ある ２，９２１
２，８６５

（１００．０）
３０２

（１０．５）
４５５

（１５．９）
７０４

（２４．６）
７５７

（２６．４）
３２９

（１１．５）
３２０

（１１．２）
１７ヶ月

前職なし１） １，４０１
１，３２９

（１００．０）
２１０

（１５．８）
１３１

（９．８）
１４５

（１０．９）
２６７

（２０．１）
１８０

（１３．５）
３９７

（２９．８）
２７ヶ月

初職の離職事由

離職経験者２）
労働条件
不満足

健康・育児・
結婚等個人的

事情
将来性がない

専攻、知識、
技術、適正が
合わない

職場休業、
廃業、破産等

その他３）

２００９年５月
２，９５１

（１００．０）
１，２５９
（４３．１）

５１３
（１７．６）

２８３
(９．７）

１９２
（６．６）

１０６
（３．６）

５６９
（１９．５）

男子
１，１８２

（１００．０）
５０９

（４３．１）
１７７

（１５．０）
１３２

（１１．１）
６７

（５．６）
４６

（３．８）
２５２

（２１．３）

女子
１，７３９

（１００．０）
７５０

（４３．３）
３３６

（１９．３）
１５１

(８．７）
１２５

（７．２）
６０

（３．５）
３１７

（１８．２）

資料：統計庁「青年層付加調査結果」２００９年５月。
注：１）現職場が始めての職場である就業者。２）失業・非経済活動人口含む。３）会社内人間関係、臨時的な仕

事、仕事なし、契約満了等。

働条件不満足」が４３．１％、「健康、育児、結婚等の個人・家庭事情」１７．６％、「将来性がない」９．７％

順である。

終わりに

若年失業者の多くは社会保険に加入しておらず、職業上の技能を身につける機会が失われる。若

年失業は本人にとっても韓国経済にとっても望ましくないことから若年雇用対策が求められる。こ

こでは、結びにかえて韓国の若年雇用対策とその問題に関して考えてみる。

韓国政府は２００４年～２００８年の５年間、未就業の若年層に職業研修機会を提供する目的で、若年層

を対象に、「中小企業インターン事業」、「青少年職場体験プログラム（労働部）」などを実施してき

た５。また、今度のグローバル経済危機下での若年雇用問題を解決するため、政府は２００８年末、中

央行政機関２，６００人、地方自治団体２，８００人、公共機関３，０００人など、約８，４００人規模の行政インター

５ �海善「韓国の若年雇用の実態と対応」筑紫女学園大学・筑紫女学園大学短期大学部『紀要』第３号、平成２０
年１月。
６ 行政インターンは週４０時間勤務を基準とし、最大１２ヶ月まで勤務でき、月当たり約１００万ウォン程度の報酬をも
らう。
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ンを選抜しており６、民間部門も支援してインターンを拡大してきた。

また、若年層に優良中小企業などへの仕事場を提供するとの趣旨で、若年未就業者をインターン

として新規採用する中小企業には１人当たり賃金の５０％を支援する。支援期間は最大６ヶ月である

が、該当企業がインターンを正式職員として採用する場合、追加６ヶ月間同じ金額を支援する７。

低学歴、経歴及び職業技術不足で就職が難しい若年のために雇用支援サービスを提供するため、

労働部は「ニュースタートプロゼックト」８を実施した。２００８年には低学歴若年失業者等３，０００人を

対象とし、２００９年には１万人、２０１０年以降２万人規模で実施する予定である９。さらに、政府は、

若年層の雇用創出の一環として、２０１１年までに公務員の数をさらに５万人以上増やす計画１０を明ら

かにしている。

ところが、政府の若年雇用政策の問題を指摘する声も高い。一旦、インターンとして雇い、正規

職へと転換するとのインターン政策は若年労働市場の雇用慣行として定着しているが、国家が支援

する中小企業若年インターン事業がむしろ企業の正規職採用を妨げる要因になっているとの非難も

ある。また、失業者数はまったく改善されていなく、政府の創出する雇用のほとんどは低賃金のパー

トタイマなどの非正規職を量産しているとの指摘も受けている１１。公務員の増加計画に関しても若

年雇用を増やすための根本的な解決策とはいえず１２、公務員を希望する若年の数が増え続けること

を懸念する声も高い。

一方、OECDも韓国の若年インターン制度の問題を指摘し、縮小して施行することを申し出た。

OECDは「若年インターン制度は度が過ぎた政府介入と補助政策で、民間への利益はむしろ減る問

題があるので、労働市場が回復するとインターン規模を減らす必要がある」と指摘した１３。

幸い、２００９年下半期より、景気が回復する兆しを見せる中、韓国の大企業である三星、LG、現

代・起亜グループは年初の計画より新規採用を１０～２０％増やして採用することを発表しており、国

民銀行、ウリ銀行、新韓銀行、農協、ハナ銀行、外換銀行などの国内六つの銀行が下半期の大卒採

用人員を去年の同期比で５３％を増やして採用する方針１４を発表している。

しかし、景気変動によって若年雇用が多く変動しないよう、また政府の若年雇用政策が事実上の

就職につながって若年失業問題が解決できるよう、体系的なプログラムによる失業対策が必要であ

る。既存の政府の「青年失業解消特別法」は一時的であり、公共機関の若年採用などはほとんどが

７ 以上の政府案に関しては、「大韓民国政策ポータル」http://www.korea.krを参考。
８ 「大韓民国政策ポータル」http://www.korea.kr。
９ 本プログラムの参加者は１年間、段階別プログラムと共に参加手当てをもらうことができる。最初１段階での
１ヶ月間、３０万ウォンの手当てをもらいながら集中相談と職業心理検査を受ける。職業訓練が必要な場合、２段
階で職業訓練と就業促進型職場体験を受けるが、職業訓練参加者は１１万ウォンの交通費や食事代をもらいながら
無料の訓練を受け、職場体験の参加者は２～６ヶ月間４０万ウォンの参加手当てをもらいながら職場で仕事を学ぶ。
３段階では労働部は集中的に就業を斡旋するが、参加者を雇用する企業には雇用奨励金を支給する。

１０「朝鮮日報」２００７年７月９日、www.chosunonline.com。
１１「朝鮮日報」２００６年１０月３日、www.chosunonline.com。
１２「朝鮮日報」２００７年７月９日「社説」、www.chosunonline.com。
１３「毎日経済」２００９年１０月３日。
１４「朝鮮日報」２００６年１０月９日、www.chosunonline.com。
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臨時条項であって、若年失業解消に実質的に寄与できないとの指摘があったことから、国会は２００９

年９月１７日、年失業問題を解決するための青年雇用促進特別委員会などを設置する「青年失業解消

特別法改正案」を可決した。この法案に基づき、政府は産・管・学協力活性化のため、労働部傘下

に専門担当機構である若年雇用促進特別委員会を設置し、政府レベルでの体系的な雇用支援サービ

スを提供する方針であるので、その効果が注目される。

謝辞：本稿は、筑紫女学園大学２００９年特別研究助成金による研究成果の一部である。その他、「若

年雇用実態と雇用決定要因の日韓比較」を研究中である。

（べ へしょん：アジア文化学科 准教授）
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